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第1章 総則 

(趣旨) 

第1条 この細則は、青山学院大学研究活動における不正行為の防止の実施体制に関する

規則(以下「規則」という。)第13条の規定に基づき、青山学院大学(以下「本学」とい

う。)での研究活動における不正行為に係る本学の対応について、必要な事項を定める

ものとする。 

(定義) 

第2条 この細則において、次の各号に規定する用語の意義は、それぞれ当該各号に規定

するところによる。 

(1) 配分機関等 研究費の配分又は措置をする文部科学省、文部科学省が所管する独

立行政法人、文部科学省以外の府省、企業その他の機関をいう。 

(2) 研究費 配分機関等から配分され、又は措置される以下の研究費等をいう。 

イ 青山学院大学公的研究費の運営等の実施体制に関する規則第2条第2項に規定

する研究費 

ロ 私学助成等の基盤的経費 

ハ イ及びロ以外の文部科学省の予算の配分又は措置による資金 

ニ 文部科学省以外の府省の予算の配分又は措置による資金 

ホ 企業等との共同研究又は企業等からの委託による受託研究に係る研究費 

ヘ 研究に係る指定寄附金 

(3) 研究資金 本学又は学校法人青山学院(以下「本法人」という。)の予算の配分又

は措置による研究活動のための資金をいう。 

(4) 研究者 規則第2条第1号に規定する研究者をいう。 

(5) 不正行為 規則第2条第2号に規定する不正行為をいう。 

(6) 最高管理責任者 規則第3条第1項第1号に規定する最高管理責任者をいう。 

(7) 統括管理責任者 規則第3条第1項第2号に規定する統括管理責任者をいう。 

(8) 研究倫理教育責任者 規則第3条第1項第3号に規定する研究倫理教育責任者を

いう。 

(9) 通報等受付窓口 規則第12条に規定する窓口をいう。 

(10) 通報等 不正行為に関する通報若しくは告発又は情報提供をいう。 

(11) 通報者 不正行為に関する通報又は告発を行った者をいう。 



(12) 情報提供者 不正行為に関する情報提供を行った者をいう。 

(13) 通報者等 通報者及び顕名の情報提供者をいう。 

(不正行為に係る本学の対応に関わった者の秘密保持) 

第3条 不正行為に係る本学の対応に関わった者は、関係者の名誉、プライバシーその他

人権を尊重し、知り得た秘密を他に漏らしてはならない。 

2 本法人は、正当な理由なく、前項の秘密を他に漏らした者に対し、学校法人青山学院

就業規則(以下「就業規則」という。)の定めに基づき、懲戒処分その他適切な措置を講

ずる。 

第2章 通報等の取扱い 

(通報等に係る手続) 

第4条 不正行為又は不正行為となるおそれのある行為が存在すると思料する者は、通報

等受付窓口に通報等を行うことができる。 

2 前項に規定する者が、通報等のうち通報又は告発を行う場合は、面談、ファクシミ

リ、電子メールのいずれかの方法により、通報等受付窓口に所定の申立書を提出しな

ければならない。 

3 前項に規定する通報又は告発は、顕名によるものとする。この場合において、その後

の不正行為に係る調査手続等において氏名の秘匿を希望することができる。 

4 第1項に規定する者が、通報等のうち情報提供を行う場合は、提供の方法、手段を問

わず、匿名で行うことができる。 

5 通報等は、原則として当該事実の発生した日から起算して、5年以内に行わなければ

ならない。 

(不正目的の通報等) 

第5条 通報者等は、不正な目的をもって虚偽の通報等や、他人を中傷誹謗する通報等そ

の他の不正の通報等(以下「不正目的の通報等」という。)を行ってはならない。 

2 最高管理責任者は、不正目的の通報等を行った者に対し、必要な措置を講ずることが

できる。 

3 最高管理責任者は、不正行為に係る調査において、不正行為があったと認定されなか

ったことをもって、直ちに不正目的の通報等と看做してはならない。 

(通報等の受付) 

第6条 通報等受付窓口は、第4条第2項の規定に基づく通報又は告発が行われた場合に

おいて、不正行為を行ったとする研究者、当該不正行為の態様その他の事案の内容が

明示され、かつ、通報者が不正行為と判断する科学的な合理性のある理由が示されて

いるものを通報又は告発として受け付ける。 

2 通報等受付窓口は、前項の通報又は告発として受け付けたもの以外のものは、情報提

供として受け付ける。 



3 通報等受付窓口は、通報等を受け付けた場合は、統括管理責任者を通じて最高管理責

任者に、速やかに当該通報等の内容を報告しなければならない。 

4 通報等受付窓口は、通報者等に通報等を受け付けたことを通知する。ただし、連絡先

又は連絡方法が不明の通報者等に対しては、本文に規定する通知を要しない。 

5 通報等受付窓口は、前項に規定する通知に当たっては、以下の事項を通報者等に説明

しなければならない。 

(1) 通報者等に対する不利益な取扱いのないこと。 

(2) 通報者等の秘密は保持されること。 

6 通報等受付窓口以外の者が通報等を受けたときは、速やかに通報等受付窓口に報告

し、又は当該通報等を行った者に対し通報等受付窓口に通報等を行うように助言しな

ければならない。 

(調査の進捗に係る通知) 

第7条 通報等受付窓口は、関係者の秘密、信用、名誉、プライバシー等に配慮しつつ、

この細則の定めるところにより、不正行為に係る調査中においては、調査の進捗状況

について、通報者等に対し、適宜通知するとともに、調査結果を、遅滞なく通知しな

ければならない。 

(不利益な取扱いの禁止) 

第8条 本法人は、通報者等に対し、通報等をしたことを理由として不利益な取扱いをし

てはならない。 

2 本法人は、通報者等に対し、通報等をしたことを理由として不利益な取扱い等を行っ

た者に対し、就業規則に基づき、懲戒処分その他適切な措置を講ずる。 

(通報者等のフォローアップ) 

第9条 通報等受付窓口は、通報処理終了後、通報者等に対し、通報等をしたことを理由

とした不利益な取扱いや職場内での嫌がらせが行われていないか等を適宜確認するな

ど、通報者等保護に係る十分なフォローアップを行わなければならない。 

(通報等に係る関連資料の保管) 

第10条 通報等受付窓口は、通報等の記録及び関係資料について、学校法人青山学院文

書保存規則(以下「文書保存規則」という。)の定めに基づき、適切な保存期間を定めた

上で、通報者等及び利害関係人の秘密保持に配慮して適切な方法で保管し、及び保存

しなければならない。 

(周知) 

第11条 本学は、通報等受付窓口の名称、場所、連絡先、通報等の手続方法その他通報

等受付窓口に関する事項について、周知する。 

(通報等に関連する相談) 



第12条 第4条から前条までに規定するもののほか、通報等受付窓口は、不正行為が行

われようとしている、又は不正行為を求められている等の通報等に関連する相談に応

じる。 

2 第4条から前条までの規定は、前項の相談を行った者にも準用する。 

(通報等に係る秘密保持等) 

第13条 通報等及び前条の相談の取扱いに携わる者は、就業規則第17条第2号の規定に

基づき、通報等及び前条の相談に関する秘密を第三者に漏らしてはならない。 

2 通報等の取扱いに携わる者は、自己との利害関係を有する事案に係る通報等及び前条

の相談に関与してはならない。 

第3章 不正行為に係る調査 

(不正行為に係る調査) 

第14条 不正行為に係る調査は、予備調査及び本調査並びに再調査とする。 

(予備調査) 

第15条 予備調査は、以下のいずれかに該当する場合は、行わなければならない。 

(1) 通報又は告発を受け付けた場合 

(2) 情報提供について、情報提供された内容が就業規則第46条各号に規定する懲戒事

由のいずれかに該当するおそれがあると最高管理責任者が判断する場合又は予備調

査の必要があると最高管理責任者が判断する場合 

(3) 最高管理責任者が、通報等の有無にかかわらず、相当の信頼性のある情報に基づ

き、不正行為の存在の可能性があると判断し、予備調査の実施を命じた場合 

2 最高管理責任者は、予備調査の対象となった通報等の内容(以下「予備調査対象事案」

という。)に関係する研究倫理教育責任者の中から若干名の予備調査を行う者(以下「予

備調査担当者」という。)を委嘱する。ただし、研究倫理教育責任者の中から委嘱する

ことが適当ではないと最高管理責任者が判断するときは、この限りでない。 

3 予備調査担当者は、通報等に係る書面又は通報者等からの事情聴取に基づき、以下の

事項について調査する。 

(1) 不正行為の有無の可能性 

(2) 通報等の内容の合理性 

(3) 通報等の内容の調査可能性 

4 予備調査担当者は、必要があると認める場合、予備調査の対象となった者から事情聴

取をすることができる。 

5 予備調査担当者は、予備調査の結果を、最高管理責任者に文書により報告する。 

6 最高管理責任者は、前項に規定する報告に基づいて、本調査の要否を決定する。 

7 最高管理責任者は、前項に規定する決定の結果を、予備調査対象事案に係る配分機関

等及び文部科学省に報告する。 



8 第6項に規定する本調査の要否の決定及び前項に規定する配分機関等及び文部科学省

への報告は、第1項第1号及び第2号の規定に該当する事案にあっては通報等を受け付

けてから、同項第3号の規定を適用する事案にあっては最高管理責任者が当該事案に

ついて不正行為の存在の可能性があると判断したときから、30日以内とする。 

(予備調査に代わる調査) 

第16条 最高管理責任者は、学部等又は事務局における調査(本学が設置する委員会によ

る調査を含む。)の結果に基づき、不正行為の存在の可能性が高いと判断した場合は、

当該調査を予備調査とみなし、本調査の要否を決定することができる。 

2 最高管理責任者は、前項に規定する決定の結果を、予備調査に代わる前項の調査の対

象となった事案に係る配分機関等及び文部科学省に報告する。 

3 第1項に規定する本調査の要否の決定及び前項に規定する配分機関等及び文部科学省

への報告は、最高管理責任者が第1項に規定する予備調査に代わる第1項の調査の結果

の報告を受けてから30日以内とする。 

(本調査委員会) 

第17条 最高管理責任者は、第15条第6項又は前条第1項の規定により本調査の実施を

決定した場合は、速やかに本調査を開始しなければならない。 

2 最高管理責任者は、本調査を実施するための委員会(以下「本調査委員会」という。)

を置く。 

3 本調査委員会は、以下の委員をもって構成する。 

(1) 統括管理責任者 

(2) 統括管理責任者が委嘱する専任教員 若干名 

(3) 外部の有識者で統括管理責任者が委嘱する者 

(4) 研究推進部及び相模原事務部の部長及び課長の中から統括管理責任者が委嘱する

者 若干名 

(5) その他最高管理責任者が必要と認めた者 若干名 

4 前項第3号に規定する委員の人数は、本調査委員会の委員の総数の2分の1相当数以

上でなければならない。 

5 本調査委員会の委員は、通報者等及び本調査の対象となった者(以下「本調査対象者」

という。)と直接の利害関係を有しない者でなければならない。 

6 本調査委員会に委員長を置き、第3項第1号に規定する委員をもって充てる。 

7 最高管理責任者は、本調査委員会の委員の氏名及び所属について、通報者等及び本調

査対象者に対して、通知する。 

8 通報者等及び本調査対象者は、前項に規定する通知の内容に対して、所定の期限まで

に異議申立てを行うことができる。この場合において、通報者等又は本調査対象者で

異議申立てを行う者は、所定の異議申立書その他当該異議申立てが正当である旨を示

した書類を提出しなければならない。 



9 最高管理責任者は、前項の異議申立てがあった場合で当該異議申立てが妥当であると

判断するときは、当該異議申立てに係る本調査委員会の委員を交代させることができ

る。 

10 最高管理責任者は、前項に規定する交代を行った場合は、通報者等及び本調査対象者

に対して、その旨を通知する。 

(本調査の実施) 

第18条 本調査委員会は、以下の事項(以下「不正行為の有無等」という。)について調

査する。 

(1) 不正行為の有無 

(2) 不正行為の内容、不正行為に関与した者とその関与の度合、不正行為を行った研

究活動に係る論文等の各著者の当該論文等及び当該研究における役割 

(3) 悪意による通報等の有無 

2 本調査委員会は、本調査の実施に当たって、調査方針、調査対象、調査方法等につい

て、本調査の対象となった事案(以下「本調査対象事案」という。)に係る配分機関等及

び文部科学省に報告し、協議しなければならない。 

3 本調査委員会は、通報者等、本調査対象者及び本調査対象事案の関係者(以下「関係

者」という。)に対し、関係資料の提出、事実の証明、事情聴取その他本調査に必要な

事項を求めることができる。 

4 本調査に要する期間は、最高管理責任者が本調査対象事案ごとに決定する。 

(本調査対象者の弁明機会) 

第19条 本調査委員会は、不正行為の有無等の認定に当たっては、本調査対象者に対

し、書面若しくは口頭又はその双方による弁明の機会を与えなければならない。 

(不正行為の有無等の認定等) 

第20条 本調査委員会は、本調査によって得られた物的・科学的証拠、証言、本調査対

象者の自認等の諸証拠を総合的に判断した結果に基づき、不正行為の有無等及び就業

規則第46条に規定する懲戒事由に該当する可能性の有無について、審議を経て認定

し、その結果を最高管理責任者に文書により報告する。 

2 本調査委員会は、以下のいずれかに該当する場合は、不正行為と認定することができ

る。 

(1) 本調査対象者が、自らの説明その他証拠によって、不正行為であることの疑いを

覆すことができない場合 

(2) 本調査対象者が、研究資料の不存在等の本来存在すべき基本的な要素の不足によ

り、不正行為であることの疑いを覆すに足る証拠を正当な理由なく示せない場合 

3 最高管理責任者は、第1項に規定する不正行為の有無等の認定の結果を、通報者等及

び本調査対象者に対し、文書をもって、通知する。ただし、通報者等に対しては、通

報等受付窓口を通じるものとする。 



(外部の機関等による調査) 

第21条 最高管理責任者は、外部の機関等における信頼すべき調査により、明らかに不

正行為の存在が認められる場合は、当該調査を本調査とみなすことができる。 

(異議申立て) 

第22条 本調査対象者及び通報者等は、第20条第1項に規定する不正行為の有無等の認

定の結果について、最高管理責任者に対して、異議申立てをすることができる。 

2 異議申立てに当たっては、本調査対象者及び通報者等は、所定の異議申立書に当該異

議申立ての根拠を示す資料等(以下「異議申立書等」という。)を添えて、最高管理責任

者に提出しなければならない。この場合において、通報者等は、通報等受付窓口を通

じて、提出する。 

3 異議申立ては、最高管理責任者が第20条第3項に規定する通知をした日から、30日

以内に行わなければならない。 

4 最高管理責任者は、異議申立書等に不備がないこと及びこれらに記載された事項の内

容が不十分ではないことを確認した上で、異議申立書等を受理する。 

5 最高管理責任者は、異議申立てに係る審査を本調査委員会に委託する。この場合にお

いて、最高管理責任者は、新たに専門性を要する判断が必要になる場合は、本調査委

員会の委員の全部若しくは一部を変更し、又は追加することができる。 

6 本調査委員会は、前項の規定により審査を委託された場合は、異議申立ての趣旨、理

由等を勘案して、審査を経て再調査の要否を決定し、その結果を最高管理責任者に報

告する。 

7 最高管理責任者は、異議申立書等を受理した場合は、当該受理について及び前項に規

定する決定の結果について、配分機関等及び文部科学省に報告する。 

8 前各項に規定するもののほか、異議申立てに関し必要な事項は、最高管理責任者が決

定する。 

(再調査) 

第23条 本調査委員会は、前条第6項の規定に基づき、再調査の実施を決定した場合

は、速やかに再調査を開始しなければならない。 

2 再調査に当たっては、第18条から第20条までの規定を準用する。この場合におい

て、本調査委員会は、必要があると認める場合は、再調査の対象となった事案に係る

本調査の結果判明した明白な事実を再調査における証拠として採用し、及び本調査に

おいて提出された関係資料を再調査における証拠資料として採用することができる。 

3 通報者等及び本調査対象者は、再調査に基づく本調査委員会の決定に対して、再び異

議を申し立てることはできない。 

(通報者等への配慮) 

第24条 第14条に規定する調査の実施に当たり、通報者等の秘密を守るため、当該通報

者等が特定されないよう十分に配慮しなければならない。 



(調査への協力) 

第25条 通報者等、本調査対象者及び関係者は、正当な理由がある場合を除き、この細

則に規定する調査に誠実に協力するものとし、虚偽の申告をしてはならない。本法人

を退職した後も同様とする。 

(研究費及び研究資金の使用の停止) 

第26条 最高管理責任者は、必要があると認める場合、本調査対象者に対して、本調査

の実施中における、本調査対象事案に係る研究費及び研究資金の使用停止を命ずるこ

とができる。 

(不利益な取扱いの禁止) 

第27条 本法人は、第25条に規定する調査に協力した者(以下「調査協力者」という。)

に対し、当該調査に協力したことを理由として不利益な取扱いをしてはならない。 

2 本法人は、調査協力者に対し、前項の調査に協力したことを理由として不利益な取扱

い等をした者に対し、就業規則に基づき、懲戒処分その他適切な措置を講ずる。この

場合において、正当な理由なく、当該調査に関する秘密を漏らした者についても同様

とする。 

(不正行為に係る調査の関連資料の保管) 

第28条 研究推進部は、最高管理責任者の指示に基づき、第14条に規定する不正行為に

係る調査の記録及び関係資料について、文書保存規則の定めにより、適切な保存期間

を定めた上で、通報者等の秘密保持に配慮して適切な方法で保管し、及び保存しなけ

ればならない。 

第4章 不正行為に対する措置、公表等 

(配分機関等及び文部科学省への報告) 

第29条 最高管理責任者は、本調査対象事案に係る配分機関等及び文部科学省に対し

て、本調査の結果を、以下に規定する内容を含めた上で、報告しなければならない。

この場合において、当該報告の期限は、第15条第8項又は第16条第3項の報告の起算

日から150日以内とする。 

(1) 本調査対象者及び関係者の処分 

(2) 不正行為の発生要因 

(3) 本調査に係る研究者が関与する本調査対象事案に係る研究費以外の研究費の管理

及び監査の実施体制の状況 

(4) 再発防止策等 

(5) 前各号に規定するもののほか、最高管理責任者が必要と認める事項 

2 最高管理責任者は、本調査の途中であっても、本調査委員会が不正行為を一部でも認

定した場合は、その認定の結果を、速やかに前項の配分機関等及び文部科学省へ報告

しなければならない。 



3 前2項に規定するもののほか、第1項の配分機関等及び文部科学省の求めに応じ、本

調査の終了前であっても、本調査の進捗状況を報告し、又は中間報告を提出しなけれ

ばならない。 

4 前3項に規定するもののほか、第1項の配分機関等及び文部科学省の求めに応じ、正

当な事由がある場合を除き、本調査に係る資料を提出し、若しくは閲覧に供し、又は

当該配分機関等及び文部科学省による現地調査を受けなければならない。 

5 再調査対象事案に係る配分機関等及び文部科学省に対してする再調査の結果の報告に

ついては、前各項の規定を適用する。この場合において、第1項から前項までの規定

中「本調査」とあるのは「再調査」と、第1項中「第15条第8項又は第16条第3項の

報告の起算日から150日以内」とあるのは「第22条第6項に規定する決定をした日か

ら80日以内」とする。 

(研究費に係る返還命令) 

第30条 最高管理責任者は、前条の規定による報告の結果、前条第1項の配分機関等か

ら返還命令を受けた不正行為に係る研究費の全部又は一部(以下「返還金」という。)に

ついて、必要があると認めるときは、当該返還金を本調査対象者から徴収することが

できる。この場合において、当該返還金に加えて、当該配分機関等から納付を求めら

れた金額がある場合は、当該金額を本調査対象者から併せて徴収することができる。 

(本学の措置) 

第31条 最高管理責任者は、第22条第1項の異議申立てがなされなかったとき又は第2

3条に規定する再調査に基づく不正行為の有無等の認定がなされたときは、本調査対象

事案に係る不正行為の有無等についての認定の最終結果を理事長に報告する。 

2 理事長は、前項に規定する報告により、当該報告に係る本調査対象者及び関係者に対

し、就業規則に基づく処分その他の必要があると認める措置を講ずることができる。 

3 最高管理責任者は、不正行為があったと認定された場合は、速やかに是正措置及び再

発防止策を講ずる。 

4 最高管理責任者は、不正行為の内容の悪質性が高いと認められる場合で、必要がある

と認めるときは、法的措置を講ずる。 

5 最高管理責任者は、不正行為があったと認定された場合は、当該不正行為に係る研究

資金の全部又は一部について、必要があると認めるときは、その返還を求めることが

できる。 

6 最高管理責任者は、不正行為があったと認定されなかったときは、必要に応じて通報

者等、本調査対象者及び関係者への不利益発生を防止するための措置を講ずる。 

(調査結果の公表) 

第32条 最高管理責任者は、不正行為があったと認定されたときは、速やかに調査結果

を公表する。この場合において、公表する内容は、以下のとおりとする。 

(1) 不正行為に関与した者の氏名及び所属 



(2) 不正行為の内容 

(3) 本調査委員会の委員の氏名及び所属 

(4) 本調査及び再調査の方法 

(5) 前各号に規定するもののほか、最高管理責任者が特に公表する必要があると認め

る内容 

2 前項の規定にかかわらず、最高管理責任者は、合理的な理由により必要があると認め

る場合は、同項の調査結果の一部を公表しないことができる。 

3 最高管理責任者は、不正行為がなかったと認定されたときは、原則として、調査結果

を公表しないものとする。ただし、最高管理責任者が本調査対象者の名誉を回復する

必要があると認める場合、調査事案が外部に漏洩していた場合又は故意若しくは研究

者としてわきまえるべき基本的な注意義務を著しく怠ったことによるものではない誤

りがあった場合は、調査結果として以下の全部又は一部を公表することができる。 

(1) 不正行為がなかったこと。 

(2) 故意又は研究者としてわきまえるべき基本的な注意義務を著しく怠ったことによ

るものではない誤りがあったこと。 

(3) 本調査対象者の氏名及び所属 

(4) 本調査委員会の委員の氏名及び所属 

(5) 本調査及び再調査の方法 

(6) 前各号に規定するもののほか、最高管理責任者が特に公表する必要があると認め

る内容 

4 最高管理責任者は、調査事案が学外に漏洩していた場合及び社会的影響の大きい重大

な事案の場合については、必要に応じて当該調査の途中であっても中間報告として公

表することができる。 

第5章 補則 

(定めのない事項) 

第33条 この細則に定めのない事項については、「研究活動における不正行為への対応

等に関するガイドライン」(平成26年8月26日文部科学大臣決定。以下「ガイドライ

ン」という。)の定めるところによる。 

2 この細則及びガイドラインに定めのない事項については、最高管理責任者が、必要が

あると認める場合は、決定することができる。 

(所管) 

第34条 この細則は、研究推進部が所管する。 

(改廃手続) 

第35条 この細則の改廃は、学部長会の意見を聴いた後、学長がこれを行う。 

附 則 



この細則は、2015年4月1日から施行する。 

附 則(2015年12月15日) 
 

この細則は、2015年 12月16日から施行し、2015年4月1日から適用する。 

附 則(2017年2月27日) 
 

この細則は、2017年4月1日から施行する。 

附 則(2019年12月9日) 
 

この細則は、2019年 12月10日から施行する。 

附 則(2021年6月28日) 
 

1 この細則は、2021年6月29日から施行する。 

2 前項の規定にかかわらず、この細則の施行の日の前日において、次のいずれかに該当

する事案については、改正前の第6条、第15条、第20条、第22条、第23条及び第29

条を適用する。 

(1) 通報等が行われたもの 

(2) 予備調査が開始しているもの 

(3) 本調査が開始しているもの 

附 則(2023年7月10日) 
 

1 この細則は、2023年7月11日から施行する。 

2 前項の規定にかかわらず、この細則の施行の日の前日において、本調査が開始してい

る事案については、改正前の第20条、第22条、第23条及び第29条を適用する。 


